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令和6（2024）年3月8日（金）

住家被害認定に関する国への緊急要望

① 他自治体の職員でも認定を行えるよう見直すこと

現状、認定業務は被災自治体の職員が実施

② 判定基準を徹底して簡略化すること

基準の簡略化に加え、デジタルツインやＡＩなどの最新技術も

活用し、スピードアップを図る

③ 基準の考え方自体を抜本的に見直すこと

【判定基準】 住家の損傷程度 → 建て替え要否 など
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被災地派遣職員による報告会
◆令和６年３月７日（木）

今回の経験を通じて感じたこと等を１１名の職員から報告


